
議員提出議案第１号

取手市政治倫理条例の一部を改正する条例について

上記の議案を別紙のとおり，地方自治法第１１２条及び取手市議会会議規則第１４

条の規定により提出する。

令和元年 ９月１９日

取手市議会議長

入 江 洋 一 殿

提出者 取手市議会議員 遠 山 智恵子

〃 〃 加 増 充 子

提案理由

市長等及び議員の倫理基準をより明確化し更なる公正で開かれた市政の発展に寄

与するため



取手市政治倫理条例の一部を改正する条例

取手市政治倫理条例（平成２６年条例第９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。

改正後 改正前

(市長等及び議員の責務) (市長等及び議員の責務)

第 2条 市長等及び議員は，市民の信頼に値

する倫理性を自覚し，市民に対し自ら進ん

でその高潔性を明らかにするため，次に掲

げる責務を全うしなければならない。

第 2条 市長等及び議員は，市政に対する市

民の信託に応えるため，次に掲げる責務を

全うしなければならない。

(1)から(3)まで (略) (1)から(3)まで (略)

(政治倫理基準) (政治倫理基準)

第 4条 市長等及び議員は，次に掲げる政治

倫理基準を遵守しなければならない。

第 4条 市長等及び議員は，次に掲げる政治

倫理基準を遵守しなければならない。

(1) その権限又は地位による影響力を不

正に利用して，次に掲げる行為を行わな

いこと。

(1) その権限又は地位による影響力を不

正に利用していかなる報酬等も授受し

ないこと。

ア 利害関係を有する者からの贈与，報

酬等の授受

イ 利害関係を有する者に対する利益

の供与

(2)から(5)まで (略) (2)から(5)まで (略)

(資産等報告書の作成及び提出義務) (資産等報告書の作成及び提出義務)

第 5条 市長等及び議員は，毎年 5月 1日か

ら同月 31 日まで(同日が取手市の休日を

定める条例(平成元年条例第 29 号)に規定

する市の休日(以下単に「市の休日」とい

う。)の場合にあっては，市の休日の翌日

まで。第 7条において同じ。)の間に，次

条に規定する資産等報告書を作成し，市長

等にあっては市長に，議員にあっては取手

市議会議長(以下「議長」という。)に提出

しなければならない。

第 5条 市長等は，毎年 5月 1日から同月 3

1 日まで(同日が取手市の休日を定める条

例(平成元年条例第 29 号)に規定する市の

休日(以下単に「市の休日」という。)の場

合にあっては，市の休日の翌日まで。第 7

条において同じ。)の間に，次条に規定す

る資産等報告書を作成し，市長に提出しな

ければならない。

2 市長等及び議員は，その任期開始の日か

ら起算して 100 日を経過する日まで(同日

が市の休日の場合にあっては，市の休日の

2 市長等は，その任期開始の日から起算し

て 100 日を経過する日まで(同日が市の休

日の場合にあっては，市の休日の翌日ま



翌日まで)の間に，次条に規定する資産等

報告書を作成し，市長等にあっては市長

に，議員にあっては議長に提出しなければ

ならない。

で)の間に，次条に規定する資産等報告書

を作成し，市長に提出しなければならな

い。

3 前 2項に規定する場合において，当該市

長等及び議員の任期開始の日から 100 日

を経過する日までの間に 5 月 1 日から 5

月 31 日までの期間が含まれる場合にあっ

ては，第 1項の規定は適用しない。

3 前 2項に規定する場合において，当該市

長等の任期開始の日から 100 日を経過す

る日までの間に 5月 1 日から 5月 31 日ま

での期間が含まれる場合にあっては，第 1

項の規定は適用しない。

(所得等報告書の作成及び提出義務) (所得等報告書の作成及び提出義務)

第 7条 市長等及び議員は，毎年 5月 1日か

ら同月 31 日までの間に，次条に規定する

所得等報告書を作成し，市長等にあっては

市長に，議員にあっては議長に提出しなけ

ればならない。

第 7条 市長等は，毎年 5月 1日から同月 3

1 日までの間に，次条に規定する所得等報

告書を作成し，市長に提出しなければなら

ない。

(所得等報告書の内容) (所得等報告書の内容)

第 8条 所得等報告書には，次に掲げる事項

を記載するものとする。

第 8条 所得等報告書には，次に掲げる事項

を記載するものとする。

(1) 前年 1年間において，市長等又は議

員であった期間に係る収入及び贈与等

のうち，次に掲げるもの

(1) 前年 1年間において，市長等であっ

た期間に係る収入及び贈与等のうち，次

に掲げるもの

アからウまで (略) アからウまで (略)

(2)から(4)まで (略) (2)から(4)まで (略)

(資産等報告書等の閲覧，保存等) (資産等報告書等の閲覧，保存等)

第 9条 市長及び議長は，第 5条の規定によ

り提出された資産等報告書及び第 7 条の

規定により提出された所得等報告書(以下

「資産等報告書等」という。)を，当該提

出の期限から 30 日以内に閲覧に供しなけ

ればならない。

第 9条 市長は，第 5条の規定により提出さ

れた資産等報告書及び第 7 条の規定によ

り提出された所得等報告書(以下「資産等

報告書等」という。)を，当該提出の期限

から 30 日以内に閲覧に供しなければなら

ない。

2 市長及び議長は，資産等報告書等を閲覧

に供したときは，その旨及び提出状況を市

広報等で公告するものとする。

2 市長は，資産等報告書等を閲覧に供した

ときは，その旨及び提出状況を市広報等で

公告するものとする。

3 市長及び議長は，資産等報告書等につい

て，提出の期限から起算して 5年を経過す

る日まで保存しなければならない。

3 市長は，資産等報告書等について，提出

の期限から起算して 5 年を経過する日ま

で保存しなければならない。

4 何人も，市長及び議長に対し，前項の規

定により保存されている資産等報告書等

の閲覧を請求することができる。

4 何人も，市長に対し，前項の規定により

保存されている資産等報告書等の閲覧を

請求することができる。



5 (略) 5 (略)

(資産等報告書等の訂正等) (資産等報告書等の訂正等)

第 10 条 市長等及び議員は，保存されてい

る資産等報告書等の内容について，提出の

後に訂正又は補正(以下「訂正等」という。)

の必要が生じたときは，規則で定めるとこ

ろにより，市長等にあっては市長の許可

を，議員にあっては議長の許可を得て，訂

正等を行うことができる。

第 10 条 市長等は，保存されている資産等

報告書等の内容について，提出の後に訂正

又は補正(以下「訂正等」という。)の必要

が生じたときは，規則で定めるところによ

り，市長の許可を得て，訂正等を行うこと

ができる。

(取手市政治倫理審査会の設置) (取手市政治倫理審査会の設置)

第 11 条 (略) 第 11 条 (略)

2 審査会は，市民から第 14条の規定による

調査請求があった場合は，市長等及び議員

から事情を聴き，若しくは資料の提出を求

め，又はその関係者に対し必要な調査をし

なければならない。

2 審査会は，市民から第 14 条の規定による

調査請求があった場合は，市長等及び議員

から事情を聴き，若しくは資料の提出を求

め，又はその関係者に対し必要な調査をす

ることができる。

3から 5まで (略) 3 から 5まで (略)

6 審査会の会議は，公開とする。ただし，

出席委員の3分の2以上が必要があると認

めるときは，その理由を明らかにして会議

を非公開とすることができる。

6 審査会の会議は，公開とする。ただし，

出席委員の3分の2以上が必要があると認

めるときは，会議を非公開とすることがで

きる。

7及び 8 (略) 7 及び 8 (略)

(資産等報告書等の審査) (資産等報告書等の審査)

第 12 条 議長は，議員に係る資産等報告書

等の写しを審査のため速やかに市長に送

付し，市長は，市長等及び議員に係る資産

等報告書等の写しを速やかに審査会に提

出し，審査を求めなければならない。

第 12 条 市長は，資産等報告書等の写しを

速やかに審査会に提出し，審査を求めなけ

ればならない。

2 審査会は，前項の規定により提出された

資産等報告書等を審査し，疑義があるとき

は，市長等及び議員から事情を聴き，若し

くは資料の提出を求め，又はその関係者に

対し必要な調査をしなければならない。

2 審査会は，前項の規定により提出された

資産等報告書等を審査し，疑義があるとき

は，市長等から事情を聴き，若しくは資料

の提出を求め，又はその関係者に対し必要

な調査をすることができる。

3 (略) 3 (略)

4 市長は，前項の規定により審査会から提

出された意見書(以下「意見書」という。)

のうち，議員に係る意見書を議長に送付し

なければならない。

5 前各項の規定は，第 10 条の規定により行 4 前 3項の規定は，第 10 条の規定により行



付 則

この条例は，令和２年４月１日から施行する。

われた資産等報告書等の訂正等について

準用する。

われた資産等報告書等の訂正等について

準用する。

6 (略) 5 (略)

(審査結果の閲覧) (審査結果の閲覧)

第 13 条 市長及び議長は，審査会から意見

書が提出された日から起算して 15 日以内

に，当該意見書を閲覧に供しなければなら

ない。

第 13 条 市長は，前条第 3項の規定により

審査会から意見書が提出された日から起

算して 15 日以内に，当該意見書を閲覧に

供しなければならない。

2 市長及び議長は，意見書を閲覧に供した

ときは，その旨を市広報等で公告するもの

とする。

2 市長は，意見書を閲覧に供したときは，

その旨を市広報等で公告するものとする。

3 市長及び議長は，意見書について，提出

された日から起算して 5 年を経過する日

まで保存しなければならない。

3 市長は，意見書について，提出された日

から起算して 5 年を経過する日まで保存

しなければならない。

4 何人も，市長及び議長に対し，前項の規

定により保存されている意見書の閲覧を

請求することができる。

4 何人も，市長に対し，前項の規定により

保存されている意見書の閲覧を請求する

ことができる。

(市民の調査請求権) (市民の調査請求権)

第 14 条 市民は，次に掲げる場合にあって

は，これを証する資料等を添え，市長等に

係るものについては市長に，議員に係るも

のについては議長に対し，調査を請求する

ことができる。

第 14 条 市民は，次に掲げる場合にあって

は，これを証する資料等を添え，市長等に

係るものについては市長に，議員に係るも

のについては市議会議長(以下「議長」と

いう。)に対し，調査を請求することがで

きる。

(1)から(3)まで (略) (1)から(3)まで (略)

2 から 5まで (略) 2 から 5まで (略)

(虚偽報告等に関する措置) (虚偽報告等に関する措置)

第 15 条 市長は，審査会から提出された意

見書に，市長等及び議員が資産等報告書等

の提出の遅滞，虚偽の報告又は調査に協力

しなかった等の指摘があったときは，その

旨を市広報等で公表するものとする。

第 15 条 市長は，第 12条第 3項の規定によ

り審査会から提出された意見書に，市長等

が資産等報告書等の提出の遅滞，虚偽の報

告又は調査に協力しなかった等の指摘が

あったときは，その旨を市広報等で公表す

るものとする。


